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１．がんと就労の現状 
～患者の声～ 
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患者の声 
• がんと付き合いながら仕事ができるよう、労働

時間に柔軟性を持たせること 

• 休暇を取得しやすい労働環境づくり 

• 行政には雇用側ががん患者の就労を支援しやす
い社会的な制度・システムの整備を要望 

■要望が多かった主なテーマ 
 
柔軟な休暇・休職制度：73件 
労働時間への配慮  ：54件 
企業の病気への理解 ：59件 
行政による支援、制度：19件 
収入・医療費への支援：26件 
就職・再就職への支援：16件 

勤務時間の短縮 ：59.8％ 
上司・同僚の理解：53.4％ 
長期の休暇制度 ：48.6％ 
柔軟な配置転換 ：42.8％ 
(複数回答) 

ＮＨＫ総合 クローズアップ現代「がんとともに(2)」  Ｎ＝1200 
2009年7月28日 データ集計ＣＳＲプロジェクト 

■参考資料 
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【雇用側に対する主な要望】 
・就労時間や形態を選択させてほしい、時間および場所を含めてフレキシブルな対応を。 
・抗がん剤治療等の際に取得できる休暇制度が必要 
・治療中がん患者のための病欠の制度 
・職場内で、病気に対する理解と配慮があること 
・育児休暇が取れるように、がんになっても治療休暇がとれればいいなと思う 
・報酬を下げても、時短や通院休暇が定期的にとれるような療養中勤務体制制度 
・柔軟な雇用形態（契約社員等に希望転換。治療が一段落した際、再度正社員へ） 
・直属の上司以外にも相談できる部署(担当者)等があること 
・がんでも入社時に差別されない制度、また健康告知をしなくて良い制度 
・がん患者と話し合う場をもつこと、メンタルな部分でのバックアップがあるとよい。 
 
【行政に対する主な要望】 
・治療のための休職、短縮勤務が法的に保護されていたらよいと思う 
・中小企業ではなかなか難しいので国や地方自治体の援助が必要だと思う 
・障害者雇用率の算定に含める等、法的整備が必要 
・企業ががん患者を積極的に保護することを促すような制度が確立されるとよい 
・病気があっても雇用してもらえるように行政が制度をつくることが必要 
・がん患者を雇用する企業に対して、補助金・援助金等を支給 
・社会全般にがん疾病の認知度を向上する対策 
 
【社会に対する主な要望】 
・一般人（健康人）の無知・無理解・誤解・偏見を取り除く必要があると思います 
・社会の認識が変わらなければ、職場環境もなにも改善するわけがない 
・がん患者が 特別ではないという観点で私達を見ていただきたい 
・まず全ての人が「がん＝死」という概念を取り払うことが必要 
・がん治療に対する「取れば治った」という意識を持った人があまりにも多い  
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医学的要因 

•体力の低下 

•後遺症、副作

用による就労

制限 

•通院頻度、治

療の長期化 

社会的要因 

•職場の理解 

•時短制度、私

傷病休暇制度

など就労時間

への配慮 

•雇用形態の壁 

心理的要因 

•価値観の変化 

•メンタル対応

力の低下（コ

ミュニケー

ション能力） 

•相談者の不在 

離職の背景には３つの要因が混在する 

３つをつなぐ社会システムが必要 
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正規雇用 

•企業規模、企
業風土の違い
が継続就労に

影響 

•直属の上司以
外には、５割

が罹患を隠し
て就労 

•産業医の活用

は低い 

非正規雇用 

•不安定な雇用

形態⇔柔軟な
働き方は可能 

•約５割は年収3
百万円以下の
低所得層 

•罹患後のキャ
リア形成と生

活両立が困難 

個人事業主 

•がん罹患は職
業生活を直撃
⇔柔軟な働き
方は可能 

•治療後は事業
にも影響 

•社会的なセー

フティネット

が無い 

１／２～１／３が離職、年収４割減少、１割が治療変更 
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雇用形態の違いによって分かれる課題 



２．日本の雇用戦略の現状 
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半数が全員を支える時代が到来します 

日本 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 中国 ｲﾝﾄﾞ ﾛｼｱ ﾌﾗﾝｽ ﾄﾞｲﾂ 英国 米国

65歳以上 37.8 22.5 23.3 13.7 23.4 26.9 32.5 22.9 21.6 

15歳-64歳 50.9 62.8 61.4 68.0 60.4 56.8 54.9 60.7 61.4 

14歳以下 11.3 14.7 15.3 18.3 16.2 16.3 12.6 16.4 17.0 
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2050年におけるBRICs諸国と主要国の年齢層別人口比率

Source: Population Division of the Department of Economic and Social Affairs of the United Nations Secretariat, World 
Population Prospects: The 2008 Revision, http://esa.un.org/unpp. 8 



働き世代とがん 
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男性 女性財団法人がん研究振興財団「がんの統計 ’10」 

性別・年齢別がん罹患者数 

雇用年齢の長期化 

2006年診断年全罹患者数：693,784人  
20-64歳：233,374人：33.6％ 
20-69歳：324,543人：46.8％  

女性の社会進出 

出典：地域がん登録全国推計によるがん罹患データ（1975
年～2006年）国立がん研究センターがん対策情報センター 

がん患者の３人に１人は就労可能年齢で罹患 
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出典：｢これからの雇用戦略｣（独）労働政策研究・研修機構 

がん経験者530万人の雇用戦略はあるか？ 
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（２）仕事と治療等の
両立についての認識 
 

働き続けられる「そう思う」と
する者の割合が26.1％（「そ
う思う」8.2％＋「どちらかと
いえばそう思う」17.8％）， 

 

「そう思わない」とする者の割
合が68.9％（「どちらかとい
えばそう思わない」35.8％＋
「そう思わない」33.0％）。 

がん対策に関する世論調査（内閣府） 

調査対象：３０００人（全国20歳以上の日本国籍を有する者） 
調査時期：平成25年1月17日～1月27日 

11 

国民の約７割は「仕事との両立は無理」と認識 



傷病分類別にみると「循環器系の疾患」5兆7,926億円が最も多く、次いで
「新生物」3兆6,381億円、「呼吸器系の疾患」2兆1,707億円、「筋骨格系
及び結合組織の疾患」2兆898億円、「内分泌，栄養及び代謝疾患」1兆
9,928億円。 

年齢階級別にみると、65歳未満では「新生物」1兆5,168億円（同12.8％）
が最も多く、65歳以上では「循環器系の疾患」4兆3,741億円（同27.4％）
が最も多くなっている。 

平成23年度 国民医療費の概況 

国民医療費は上がるばかり 
過去最高の38.5兆円、１人30万円突破  
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14 

がんと就労は社会コストバランス的にも影響 

逸失損益 
1.8兆円 

新生物の医療費 
1.5兆円(働く世代） 
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企業 

人材の

確保 

コスト

縮減 

ＣＳＲ

推進 

モチベー

ション

UP 

健康 

経営 社会 

少子高

齢化対

策 

税収の
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地域活
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労働
者 

生きが

い創出 

治療の

継続 

子育て

介護 

長期 

就労 

生産性

の向上 

がんと就労 は ”a Piece of the Pie” 



３．まとめ 
（本検討会への期待） 
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治
療
と
仕
事
の
両
立
に
向
け
た
社
会
モ
デ
ル 

患者モ
デル 

•病気を知る 

•働く権利を知る 

•相談者をもつ 

企業モ
デル 

•柔軟な就労環境の整備 

•私傷病休暇制度の充実など 

•職域でのがん教育、産業医や産業保健師の活用 

病院モデ
ル 

•相談支援センター相談機能の拡充 

•夜間や休日診療の拡大 

•身近な医療従事者教育へ＜就労＞の視点を付記 

地域モ
デル 

•ハローワークなどでの相談支援拡充  

•地域の社会保険労務士会等との連携 

•患者会などピアサポーターとの連携 

行政モ
デル 

•傷病手当金制度の柔軟化（累積型へ） 

•社会保険料負担の免除（特に中小企業） 

•制度を備えた企業に対する表彰制度（特に大企業） 
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フェア（fair） 
公平性 

社会に必要な視点は”フェアとケア” 

・多様な能力、価値観、発想を持った人材の活用 
・多様化・複雑化する顧客ニーズへの効果的対応 
・チームパフォーマンスと生産性向上 
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ケア (care)  
配慮 ≒ 



フェアは高いが 
ケアが低い 

 
個人主義型 

フェアも高く 
ケアも高い 

 
ダイバーシティ型 

フェアも低い 
ケアも低い 

 
ブラック企業型 

フェアは低いが 
ケアが高い 

 
年功序列型 

フェア 

ケア 

高 

高 低 
19 

目指す社会へ向かって行ける、行くための 
社会の仕組みづくりが大切 



システムの
改革 

情報共有と
評価 

能力開発と
創造 

①職業能力開発よる
職業移動、キャリ
ア支援 

②福祉的就労の推進 
③JOBコーチ 

①職場のがん教育推進 
②休職中社員への企業

の税負担の減免 
③累積計算型の傷病手

当金制度への変更 長期療養型の 
社会保障から 

↓ 

生活両立型の社会へ

翼の保障 

｢がんになっても安心して暮らせる社会｣に向けた 
循環システム（案） 

一次予防 二次予防 

三次予防 

疾病の発生を未然
に防ぐ行為。健康
増進（生活習慣の
改善）と特異的予
防に分かれる。 

重症化すると治療が
困難または大きなコ
ストのかかる疾患を
早期に発見・処置す
る行為。早期発見と
早期治療に分かれる。 

重症化した疾患か
ら社会復帰するた
めの行為。機能低
下防止、治療、リ
ハビリテーション
が含まれる。 

20 

産業医・
産業保健
師の活用 

①表彰制度、②表彰企業へのインセンティヴ付与（融資や税
制の優遇、公共事業の入札ポイントなど）、③好事例の共有 



ありがとうございました 
出典：「現役店長[福島雄一郎]の実話に基づいた職場のｴﾋﾟｿｰﾄﾞ」ブログ
http://ameblo.jp/mocodo/entry-10204708540.html 



参考資料 
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好事例を共有する 
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ファミリー・フレンドリー企業表彰について 

１．法を上回る基準の育児・介護休業制度を規定しており、かつ、実際に
利用されていること 
・分割取得できる育児休業制度  
・通算９３日を超える介護休業制度  
・年５日を超える子どもの看護休暇制度 等 
 

２ ．仕事と家庭のバランスに配慮した柔軟な働き方ができる制度をもって
おり、かつ、実際に利用されていること 
・育児や介護のための短時間勤務制度  
・フレックスタイム制 等  
 

３ ．仕事と家庭の両立を可能にするその他の制度を規定しており、かつ、
実際に利用されていること 
・事業所内託児施設  
・育児・介護サービス利用料の援助措置 等 
 

４ ．仕事と家庭との両立がしやすい企業文化をもっていること 
・育児・介護休業制度等の利用がしやすい雰囲気であること。 
・特に、男性労働者も利用しやすい雰囲気であること  
・両立について、経営トップ、管理職の理解があること 等 
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○  次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」という。）第１２条に基づき、
平成１７年４月１日から、常時雇用する労働者が３００人を超える企業は、一般
事業主行動計画（以下「行動計画」という。）を策定し、その旨を届け出ること
が義務づけられる（労働者が３００人以下の一般事業主は努力義務）。 
  
○  行動計画に基づき次世代育成支援対策を推進した企業は、行動計画に定めた
目標を達成する等の認定基準を満たすことにより、次世代法第１３条に基づき厚
生労働大臣（具体的には権限委任された都道府県労働局長）から「認定」を受け
ることができる。 
  
○  「認定」を受けた企業は、次世代法第１４条に基づき「認定を受けた旨の表
示」（以下「次世代認定マーク」という。）を、商品等に付することができる。 
  
○  次世代認定マークにより、次世代育成支援対策に積極的に取り組んでいる企
業であることが周知され、企業イメージが向上し、その企業に雇用される労働者
のモラールアップや、それに伴う生産性の向上、優秀な労働者の定着等が期待さ
れる。 

次世代育成支援対策推進法に基づく
「認定を受けた旨の表示」について 

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/01/h0121-1a.html#top 
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http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roud
ou/koyoukintou/ryouritsu_shien/pdf/bp.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11903000-
Koyoukintoujidoukateikyoku-Shokugyoukateiryouritsuka/youkou_5.pdf 

仕事と介護を両立できる職場環境の整備促進 
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参考資料 
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がん体験者の就労と雇用 
（2008年） 

①調査名：がん患者雇用に関するアンケート調査 

②調査期間： 2008年3月10日～2008年3月31日（22日間） 

③調査方法：がん情報サイト、患者支援団体メーリングリスト、ブログなどで呼びかけ
を行い、ＷＥＢアンケートにて結果解析 

④調査対象：がん経験者 
⑤調査項目：１）基本情報（年齢、性別など）２）がんと診断される前後の仕事について、
３）がんと診断された前後の収入について、４）雇用継続に必要なもの、５）社会に
対して求めるもの（自由回答）の５つのカテゴリについて設定。 

⑥回答率：有効回答は403人。男女比は、男性40人（9.9％）、女性363人（90.1％）。回
答者は40代が最多で、「診断を受けてから3年以内」の患者が40.7％で最も多かっ
た。治療状況は「治療中」と「経過観察中」がほぼ半数ずつ。部位別では「乳房」が
最多で約7割を占めた。 

⑦調査主体：東京大学医療政策人材養成講座４期生 桜井班 
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• ４人に３人は「今の仕事を続けたい｣と希望 

• しかし、３人に１人は診断後に異動・転職 

これまでの仕事を続けたいか

76%

24%

はい

いいえ

仕事継続への意欲 

１．仕事の継続 

診断された時点で「これまで
の仕事を続けたい」と回答し
たのは75.9％の306人。 
 
雇用継続を希望した人のうち
95人（31.0％）が診断後に
転職。うち、解雇14人、依
願退職者23人、廃業8人 

仕事を継続するうえで、が
んが大きな障害になってい
る実態が浮き彫りに・・・  

29 



がん患者が望む雇用環境 

2．未就労患者の意識 

未就労123人の理由は「病気
のため」が33.9％でトップ。 
 
仕事内容はパートが43.9％、
正社員（24.4％）を上回っ
た。 
 
就労への意欲は高く、
85.0％が「仕事がしたい」 
と回答。 

•未就労（N=123）の85.0％が「仕事がした
い」と回答。 

•パートが43.9％、正社員（24.4％）を上回る 
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内職

その他
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３．患者の声 
• がんと付き合いながら仕事ができるよう、労働

時間に柔軟性を持たせること 

• 休暇を取得しやすい労働環境づくり 

• 行政には雇用側ががん患者の就労を支援しやす
い社会的な制度・システムの整備を要望 

■要望が多かった主なテーマ 
柔軟な休暇・休職制度：73件 
労働時間への配慮  ：54件 
企業の病気への理解 ：59件 
行政による支援、制度：19件 
収入・医療費への支援：26件 
就職・再就職への支援：16件 

勤務時間の短縮 ：59.8％ 
上司・同僚の理解：53.4％ 
長期の休暇制度 ：48.6％ 
柔軟な配置転換 ：42.8％ 
(複数回答) 

ＮＨＫ総合 クローズアップ現代「がんとともに(2)」  Ｎ＝1200 
2009年7月28日 データ集計ＣＳＲプロジェクト 

■参考資料 
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【雇用側に対する主な要望】 

・就労時間や形態を選択させてほしい、時間および場所を含めてフレキシブルな対応を。 

・抗がん剤治療等の際に取得できる休暇制度が必要 
・治療中がん患者のための病欠の制度 
・職場内で、病気に対する理解と配慮があること 
・育児休暇が取れるように、がんになっても治療休暇がとれればいいなと思う 
・報酬を下げても、時短や通院休暇が定期的にとれるような療養中勤務体制制度 
・柔軟な雇用形態（契約社員等に希望転換。治療が一段落した際、再度正社員へ） 
・直属の上司以外にも相談できる部署(担当者)等があること 
・がんでも入社時に差別されない制度、また健康告知をしなくて良い制度 
・がん患者と話し合う場をもつこと、メンタルな部分でのバックアップがあるとよいと思います 
 
【行政に対する主な要望】 

・治療のための休職、短縮勤務が法的に保護されていたらよいと思う 
・中小企業ではなかなか難しいので国や地方自治体の援助が必要だと思う 
・障害者雇用率の算定に含める等、法的整備が必要 
・企業ががん患者を積極的に保護することを促すような制度が確立されるとよい 
・病気があっても雇用してもらえるように行政が制度をつくることが必要 
・がん患者を雇用する企業に対して、補助金・援助金等を支給 
・社会全般にがん疾病の認知度を向上する対策 
 
【社会に対する主な要望】 
・一般人（健康人）の無知・無理解・誤解・偏見を取り除く必要があると思います 
・社会の認識が変わらなければ、職場環境もなにも改善するわけがない 
・がん患者が 特別ではないという観点で私達を見ていただきたい 
・まず全ての人が「がん＝死」という概念を取り払うことが必要 
・がん治療に対する「取れば治った」という意識を持った人があまりにも多い  
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• 女性が80％、年齢は30-70歳で85％ 

• 部位は乳房56％、次いで子宮、肺、大腸の順 

•実施期間：2010年6月1日～7月16日 
•集計方法：インターネット（188件）、紙ベース（667件） 
•合  計：855件 

性別 年齢 部位 
※多重がんを含む 

がん罹患が及ぼす家計への影響調査
（2010年６月） 
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■個人への影響■ 

• 定期的な収入があった20歳～69
歳に限ると、67％が減収 

• 男性80％、女性64％が減収 

• 平均年収減少率は36％ 

平均年収減少率
36％ 

※一様分布を仮定して各年収レンジの中央値を用いて算出した推計値 
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■経営への影響■ 

• がん罹患により事業へ影響があった人は72％ 

• 42％が取引先との関係に影響 

がんに罹患したことによる 
事業への影響 

※全体回答数（855名）のうち、個人事業主のみを抽出、対象年齢は限定していない 

がんに罹患したことによる
取引先との関係への影響 
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がんサバイバーに向けた調査 

■ 対象者： がんサバイバー（がん治療を完了している男女） 

■ サンプル数：362名 

■   調査方法：インターネット調査 

■   調査実施期間：2011年12月02日(金)～2011年12月12日(月) 

 

■ リクルート手法：株式会社マクロミル 疾患パネルよりスクリーニング 

■ 割付条件： 

① 男女比 - 50/50   

② がん種 – 術後5年生存している方を「がんサバイバー」と定義した場合のがん種分布
を再現：がん罹患率×5年生存率より試算 
（参考：「地域がん登録全国推計値」、「全国がん罹患モニタリング集計 2000-2002年生存率報告
（独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センター, 2011）) 

 

■ 実施機関：株式会社 キャンサースキャン 

■ 調査協力：キャンサー・ソリューションズ株式会社 

■ 実施主体：アフラック 
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がん罹患後の勤務先の変化  
就労/
収入 

勤務先が変わったのは、女性の方が多く、また、正社員と比べて「派遣・パート・アル
バイト」が多く見られた。 
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変わった 

48% 変わらない 

52% 

男性 

変わった 

59% 

変わらない 

41% 

女性 

※罹患時の専業主婦・学生・無職を除く   
（n=197) 
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がん罹患前に勤めていた会社規模が大きいほど、有給休暇以外での会社制度を利用して
いる割合が高いことが見られた。規模の大きな会社ほど、制度自体が存在している/取
りやすい環境がある、という状況の現れといえるのかもしれない。 

がん罹患前に勤めていた「企業規模」と「会社制度利用の有無」の関係 

会
社
規
模 

就労/
収入 

(n=185) 
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27% (26) 

31% (15) 

51% a**b** (20) 

73%(71) 

69% (34) 

49% (19) 

100人以下 

100-999人 

1000人以上 

利用した 利用せず 

100人以下 (a) 
 
 
 
 
 
 
 

100-999人 (b) 
 
 
 
 
 
 

1000人以上 (c) 

** = 0.05水準で優位 
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報告した 

71% 

報告 

していない 

29% 

(n=232) 

がん罹患についての職場への報告の有無（理由：自由回答よりコーディング） 職場 

がん罹患について、職場に報告をしなかった人は約3割もいた。その主な理由としては
「言っても仕方がない」が半数以上、次いで「理解してもらえない(16%)」という答え
が多かった。がん患者に理解のある職場が増えているものの、最初から諦めてしまう患
者が多数いる可能性が浮き彫りとなった。 

言っても 

仕方がない 

52% 

理解して 

もらえない 

16% 

心配迷惑 

かけたくない 8% 

辞めるから 

5% 

その他 

19% 

報告しなかった理由 
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がん罹患についての職場への報告の有無・職場内で一番最初に報告・相談した相手 図８ 

直属の上司 

68% 
先輩社員 

5% 

同僚 

11% 

部下 

4% 

人事担当者 

4% 

医務室等 

1% 

仕事相手 

（外部） 

3% 

その他 

4% 

(n=164) 

報告した 

71% 

報告 

していない 

29% 

(n=232) 

がん罹患について、職場に報告をしなかった人は約3割もいた。主な理由は「言っても
仕方がない」が半数以上、次いで「理解してもらえない(16%)」。最初から報告を諦め
てしまう患者が多数いる。また産業医へ報告をする患者は非常に少ない。 
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職場内で、がん罹患について報告したその他（一番最初の報告以外）の相手 （複数回答） 職場 

23.2% 

12.2% 

32.3% 

11.0% 

8.5% 

0.6% 

2.4% 

5.5% 

2.4% 

36.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直属の上司 

先輩社員 

同僚 

部下 

人事担当者 

組合担当者 

医務室等 

仕事相手（外部） 

その他 

いない 
(n=164) 

他にがん罹患について職場内で直接話した相手は、上記のとおりであった。一番最初に
報告した相手以外には誰にも話していない、という人が4割近くいた。前頁の結果と併
せ、直属の上司をはじめとする、身近にいる周りの人々の理解の重要性がうかがえる。 
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 回答者：がん経験者が職場にいた経験のある人・ない人（男女） 
 サンプル数：312名 
 調査方法：インターネット調査 
 調査実施期間： 2012年12月12日(水)～12月14日(金) 
 割付条件： 

① がん経験者が職場にいたことの有無(過去10年) – 50：50 
② がん経験者との職場における関係 

(がん経験者が職場にいたことがある場合) 
• がん経験者が部下、もしくは上司/同僚 - 50：50 

(がん経験者が職場にいたことのない場合） 
• 現在の職責(部下の有無) – 50：50 

 
 実施機関：株式会社 キャンサースキャン 
 調査協力：キャンサー・ソリューションズ 株式会社 
 調査主体：アフラック 
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職場での 
がん経験者とのコミュニケーション調査 
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態度 がん経験者に対する態度と、職場でがん経験者と働いた経験① 

がん経験者が部下にいたことがある上司の20.5%が、“病気や体調のことにはな
るべく触れない”ことについて、「そう思わない」と回答。反面、「(大変)そう
思う」は32.1%と、部下にいたことがない上司の56.4%に比べてて大きく差が
ついた。経験がある上司は密にコミュニケーションをとろうとする。 

10.3% 

10.3% 

11.5% 

9.0% 

10.3% 

36.9% 

21.8% 

44.9% 

46.2% 

34.6% 

38.8% 

47.4% 

35.9% 

32.1% 

39.7% 

12.8% 

20.5% 

5.1% 

11.5% 

14.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 

部下にいたことがある上司 

部下にいたことがない上司 

職場にいたことがある一般社員 

職場にいたことがない一般社員 

大変 
そう思う 

 
そう思う 

 
そう思わない 

全く 
そう思わない 

 
どちらでもない 

病気や体調のことにはなるべく触れない 
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N= 78 

N= 78 

N= 78 

N= 78 

N= 312 

1.3% 

2.6% 

1.3% 

1.3% 

43 

コミュニ
ケーション

の差 



がん患者白書2013 

非正規雇用＆おひとり様のがん 

・相談相手がおらず、約６割が罹患
後に離職 

・半数が低所得者層、約８割が経済
的負担を感じながら治療 

・約２割は借金、約４割が貯金切り
崩し ＮＰＯ法人ＨＯＰＥプロジェクト 
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Q17 仕事が変わられた方にお聞きします。変えた理
由は何ですか？（上位３つ）。  

ＮＰＯ法人ＨＯＰＥプロジェクト 

【まとめ】 
・仕事を変えた理由は、体力の低下や治療の後遺症、副作用のためが上位。 
・次いで、会社の意向や個人の価値観の変化。 

※1位＝3点、2位＝2点、3位＝1点でカウント N=300 
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